事業申請書

平成　　　年　　　月　　日

○○経済産業局長　宛

機関名称：

代表者役職：

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

「平成２０年度地域力連携拠点事業」に係る事業申請書

下記のとおり申請します。
記
１．重点を置いて実施する支援課題（該当する番号に○を付けること：複数可）
	重点を置いて実施する支援課題
	該当番号に○

	（１）経営力の向上支援事業
	

	①　ＩＴを活用した経営管理
	

	②　見えない資産の把握・活用（知的資産経営）
	

	③　経営革新
	

	④　地域資源活用
	


	⑤　農商工等連携
	

	⑥　その他

（※事業内容の分かる名称を記載　　　　　　　　）


	

	（２）創業・再チャレンジ支援事業
	

	　　⑦　創業支援


	

	　⑧　再チャレンジ支援


	

	（３）事業承継支援事業
	

	　　⑨　事業承継支援
	

	⑩　事業承継支援センター

※公募要領６ページⅢ．応募資格及び要件（２）のただし書き以下に規定する要件を満たす機関であって３ページの（３）事業承継支援事業（ア）～（オ）に規定する事業を全て実施する場合には⑩を選択。要件を満たさない機関、全ての事業を実施しない場合には⑨を選択する。
	


２．事業総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．申請内容　　（１）事業申請者の概要　(別紙)　

（２）実施計画書
①地域力連携拠点事業実施計画　(別添：様式１～６)

　　　　　　　　　　　　　　②連携事業実施計画（別添：様式７～９）

４．添付書類　　①定款（寄附行為）・・・・１部

②過去２年間の貸借対照表、損益計算書（収支決算書）・・各１部
③パンフレットその他機関の概要が分かる資料・・１部
別紙

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

事業申請者の概要
	申請者
	機関名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	〒



	
	連絡担当窓口
	役職

氏名
	

	
	
	連絡先
	電話番号（代表・直通）：

Ｆａｘ：

Ｅ－ｍａｉｌ：
ホームページ：


	①基本財産又は資本金

②職員数

（うち本事業に携わる職員数）

②設立年月　　
	千円　　　　

人　　　　　

（　　　人）　　

年　　月

	主な事業概要（定款記載事項等）
※ＮＰＯ及び民間会社については、今までに自治体からの中小企業支援に関する業務受託等の自治体と連携をして業務を行った実績を記入すること。


（様式１）

地域力連携拠点事業実施計画書
	１．事業概要（重点を置いて実施する事業を含め全般的に記入）
（１）支援対象地域（市町村等単位で記載してください。）
（２）主たる支援の対象として想定する小規模企業等のイメージ及び対象企業数
（３）事業の内容
①事業の目標及び評価指標（平成２０年度及び３年間を通じた目標を示してください。成果については、毎年度事業終了後に提出する「事業実施報告書」において、報告項目になります。）

②事業の全体像及びポイント（上記の目標を達成するための支援のポイント及び支援の流れを概念図やフロー図等も用いて説明してください。また、特に重点を置いて実施する事業の位置付けについて、明確に記載してください。）。

③具体的に実施する事業の内容（特に重点を置いて実施する事業は明確に記載してください。）

④共同事業の内容と役割分担（共同事業を行う他の支援機関等の事業内容やパートナーの協力内容を記載してください。）

（概要）

（連携先の詳細）

連携の態様（支援機関等連携、パートナー連携）を記載

連携先の名称及び所在地

具体的な共同事業の内容

金額（円）

※事業の一部を再委託する場合には記載してください。

⑤平成２０年度の事業計画を踏まえ２年度目、３年度目の事業計画を簡単に記載

⑥事業の実施により期待される当該支援機関及び他の支援機関の人材に対する支援ノウハウの内容及び移転方法




	２．応援コーディネーター及び専門家の役割



	３．事業の実施方法
※様式６機関の支出計画（経費内訳）のうち、Ⅰ．地域力連携拠点事業費との関連が明確に判別できるように記載してください。


	相談事業


	①事業実施のポイント


	
	②具体的な実施内容・方法
（全般的に対応するもの）※選択していない支援課題の対応方法についても、具体的に記載してください。
（重点を置いて実施する支援課題）※選択した支援課題毎に記載してください。


	専門家派遣事業


	①事業実施のポイント


	
	②具体的な実施内容・方法
（全般的に対応するもの）※選択していない支援課題の対応方法についても、具体的に記載してください。

（重点を置いて実施する支援課題）※選択した支援課題毎に記載してください。



	情報提供事業
	①事業実施のポイント
②具体的な実施内容・方法
（全般的に対応するもの）※選択していない支援課題の対応方法についても、具体的に記載してください。

（重点を置いて実施する支援課題）※選択した支援課題毎に記載してください。



	調査・研究事業


	①事業実施のポイント
②具体的な実施内容・方法
（全般的に対応するもの）※選択していない支援課題の対応方法についても、具体的に記載してください。

（重点を置いて実施する支援課題）※選択した支援課題毎に記載してください。



	マッチング事業
	①事業実施のポイント
②具体的な実施内容・方法
（全般的に対応するもの）※選択していない支援課題の対応方法についても、具体的に記載してください。

（重点を置いて実施する支援課題）※選択した支援課題毎に記載してください。


（様式２）

地域力連携拠点事業の実施体制

※重点を置いて実施する事業の実施体制が異なる場合はそれぞれ作成してください。
	①組織（組織図及び分担表を作成し固有名詞も含め具体的に記載してください。）

※共同事業についてもその連携の態様について説明するとともに、わかりやすい連携図も作成してください。

②本事業に携わるスタッフ（職員及び専門家等）の概要



（様式３）

応援コーディネーター
※応援コーディネーターを複数名設置する場合には、それぞれ作成してください。
	ふりがな
	所属機関名

	氏　　名
　

生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	
	役　職

	
	

	主な資格（学位を除く）

中小企業大学校研修等受講状況

	

	履歴事項

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	支援実績（応援コーディネーター候補者のこれまでの中小企業等に対する過去３年間の主な支援実績や特記すべき実績があればそれらについて、を記入してください。）


	応援コーディネーター候補者が担当する事業及び勤務形態


	申請者が当該候補者を応援コーディネーターとする理由（公募要領に記載の応援コーディネーターの要件項目に則って記入してください。）

①小規模企業等の経営支援に関する知識を有すること。特に重点を置いて実施する事業については、当該事業分野に関する知識を有すること。
②小規模企業等の経営課題の抽出、事業計画策定等を支援する能力・経験を有すること。

③関連施策や専門人材等を活用して小規模企業等の経営課題の克服を支援する能力・経験を有すること。
④関係機関等との連携等を実施する能力・経験を有すること。




（様式４）

申請者の支援実績等
	今回の地域力連携拠点事業等の実施に関し、十分な対応能力を有していることを示す事項について記載してください。

（１）中小企業等の支援に関するノウハウ・実績を十分に有すること。（可能な限り具体的な支援実績を示しつつ記載してください。）

（２）中小企業の支援に関して地方自治体や地域の中小企業の支援機関等と有効なネットワークを有すること。（可能な限り具体的な地方自治体や支援機関の名称を示しつつ記載してください。）

（３）委託事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤、組織、人員、資金及び設備等を有していること。




（様式５）
地域力連携拠点事業実施スケジュール
以下のそれぞれの項目について、具体的な事業の実施時期を実施スケジュール欄に「全般的に対応するもの」と「重点を置いて実施する支援課題」（選択した支援課題毎）に分けて記載してください。
	事業名
	実施スケジュール

	（１）相談事業


	

	（２）専門家派遣事業


	

	（３）情報提供事業


	

	（４）調査・研究事業


	

	（５）マッチング事業

	


（様式６）

機関の支出計画（経費内訳）
（金額単位：円）
	経費項目
	積算内訳
	金額
	

	
	
	
	

	Ⅰ．地域力連携拠点事業費
	
	

	
	１．応援コーディネーター謝金

２．応援コーディネーター旅費
	
	（合計）
	

	
	３．相談事業

（1） 窓口専門家謝金

（2） 窓口専門家旅費

（３）移動相談会場借料

	
	（合計）
	

	
	４．専門家派遣事業
（１）専門家派遣謝金

（２）専門家派遣旅費
注：（内、事業承継支援事業分）
	
	（合計）
	

	
	５．情報提供事業費
（１）講師謝金

（２）講師旅費

（３）会場借料

（４）会議費

（５）資料作成費
	
	（合計）
	

	
	６．調査・研究事業費
（１）委員謝金

（２）委員旅費

（３）会場借料
（４）会議費
（５）資料作成費

（６）調査等外注費
	
	（合計）
	

	
	７．マッチング事業費

（１）講師謝金

（２）講師旅費

（３）会場借料

（４）資料作成費

（５）調査等外注費
注：（内、事業承継支援事業分）
	
	（合計）

	

	
	８．その他の経費

（１）印刷費　　　　　　　
（２）通信運搬費

（３）消耗品費

（４）雑役務費

（５）資料費

（６）広報費

（７）借損料

（８）職員旅費

	
	（合計）

	

	
	９．再委託費
	※事業の一部を再委託する場合に計上。経費項目は上記１.～８．に準じて記載してください。


	（合計）
	

	
	小　　計（1.～９.）
	
	
	

	Ⅱ．連携事業費


	（様式９の「連携事業支出計画（経費内訳）」の合計額を記載してください。）

	
	

	Ⅲ．一般管理費
	Ⅰ＋Ⅱから再委託費、外注費を除いた額の１０％以内
	
	

	Ⅳ．消費税及び地方消費税
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注）：申請書表紙で⑩を選択した機関については、「専門家派遣」と「マッチング事業費」については、事業承継支援事業分を内数で記載してください。

（様式７）

連携事業実施計画

	１．事業の内容
（１）事業のポイント（本事業を実施することにより、拠点事業の効果が高まることを説明してください。）

（２）具体的に実施する事業の内容




	２．事業の実施方法
※様式９連携事業支出計画（経費内訳）との関連が明確に判別できるように記載してください。



	連絡会議等の開催事業

	①事業実施のポイント


	
	②具体的な実施内容・方法


	調査事業


	①事業実施のポイント


	
	②具体的な実施内容・方法


	情報提供事業
	①事業実施のポイント


	
	②具体的な実施内容・方法



（様式８）

連携事業実施スケジュール

以下のそれぞれの項目について、具体的な事業の実施時期を事業スケジュール欄に記載してください。
	事業名
	実施スケジュール

	（１）連絡会議等の開催事業


	

	（２）情報提供事業

	

	（３）調査事業

	


（様式９）
連携事業支出計画（経費内訳）
（金額単位：円）

	経費項目
	積算内訳
	金額

	1． 連絡会議等開催事業費

（1） 講師謝金

（2） 講師旅費

（3） 会場借料

（4） 会議費

（5） 資料作成費


	
	（合計）

	2． 情報提供事業費

（1） 広報費

（２）資料作成費
	
	（合計）

	3． 調査事業費

（1） 委員謝金

（2） 委員旅費

（3） 会場借料

（4） 会議費

（5） 資料作成費

（６）調査等外注費
	
	（合計）

	4． その他の経費

（1） 印刷費

（2） 通信運搬費

（3） 消耗品費

（4） 資料費


	
	（合計）

	５．事務局運営費

（１）旅費
（２）雑役務費

	
	（合計）

	合　計

	
	


3

